
 

 

未利用地等活用方針策定基準 
 
 

対象土地（未利用地等）について、当該土地ごとに活用方針を策定するため、次のとおり基準を定め

る。 
 

１ 対象土地（未利用地等） 
市有地のうち、事業予定又は利用計画のある用地、コミュニティ用地として利用されている用地、本

来の事業の用に供していない用地及び用途廃止予定の用地（以下「未利用地等」という。）を対象とす

る。 
 

２ 基準 
（１）処分検討地 （処分する目標期限を必ず付記すること） 

 基準１ 市内部において処分する方針がすでに決定しているもの又は市内部の委員会等

において処分することを検討する方針がすでに決定しているもの（処分時に処分検

討地から除外） 

・ 臨海部埋立分譲地及び土地区画整理事業による保留地など、処分する方針がすでに決

定しているもの 

・ 財産運用委員会、未利用地活用推進会議において活用方針を策定し、すでに処分検討

地等として位置付けられているもの 

 基準２ 活用見込みがなく当該地の有効活用や税外収入確保に資するため処分を検討

することが適当と判断されるもの（処分時に処分検討地から除外） 

・ 処分することにより周辺地域の発展に寄与するもの 

 基準３ 土地の形状又は面積から、活用が困難又は非効率なため処分を検討することが

適当と判断されるもの（処分時に処分検討地から除外） 

・ 地形長狭地、建築基準法において建物の建築ができないもの 

・ 100 ㎡未満のもの 
 
（２）継続保有地 

 基準４ 長期的まちづくりの観点から将来の活用に備え、継続保有することが適当と判

断されるもの 

・ 特定の事業又は施設の用に供する用地としての活用予定はない、または未定であるが、

所在地域（とくに都心部・駅前等）の発展動向、開発計画、公共施設等の整備計画並び

に進捗状況を勘案し、長期的な観点で将来の活用等に備えるため、保有を継続する必

要性のあるもの 

 基準５ 経済的に処分が困難又は非効率なため継続保有することが適当と判断される

もの 

・ 特定の事業または施設の用に供する用地としての活用予定はないが、処分時にコスト

（地下構造物の撤去費や土壌汚染処理費、当該土地の測量業務委託費など）がかかる

ため、処分が困難なもの 

・ 売却により一時的な収入を得るよりも継続的な収入を得る方が本市にとって得策であると

認められるもの 

 基準６ 公正な利用及び適正な管理がなされていることから、コミュニティ用地として利用

するため継続保有することが適当と判断されるもの（コミュニティ用地として利用してい

る間は継続保有地から除外） 



 
 
（３）事業予定地  

 基準７ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）の

適用を受ける補助金の交付を受け取得したもの（事業化時に事業予定地から除外） 

 基準８ 当該土地に係る施設、用途、事業等について、都市計画法（昭和 43 年法律第

100 号）に基づく都市計画決定を受けているもの（事業化時に事業予定地から除外） 

 基準９ 特定の事業又は施設に供するものとして活用することについて具体的な検討がな

されているもの（事業化時に事業予定地から除外） 

・ 特定の事業または施設の用に供する用地としての活用を検討するもので、比較的早期に

転活用等が可能なもの 
 
３ 分類後の取扱い 

（１）定期的に進捗状況をヒアリング等により確認（進行管理）する。処分検討地については、処分する

目標期限の遵守に重点をおく。 

（２）分類（活用方針）の見直しが必要となったものについては、その都度、変更を行う。 

（３）事業予定地に分類（活用方針策定）されたものについては、事業主管局は事業化の目処につい

て精査し、補助金の交付を受け取得した土地に関する国との協議や、都市計画の見直しなどにつ

いて適宜検討を行うものとする。 

（４）事業化又は処分するまでの間については、税外収入を確保する観点から、一時貸付・定期借地

権設定による貸付等に努める。 
 


